
介護保険の理念 (介護保険の保険給付とは ) 

 

 

介護保険法第２条 

１  介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態に関し、必要な保険給付を行うも

のとする。 

 

２  保険給付は、要介護状態又は要支援状態の軽減又は悪化の防止に資するよう行われ

るとともに、医療との連携に十分配慮して行われなければならない。 

居宅介護支援事業所は、適切なアセスメントの上で、利用者の心身の状況等を把握し、真に必要なサ

ービスを中立公正な立場から居宅サービス計画に位置付け、要介護状態又は要支援状態の軽減又は悪

化の防止を図ることが必要である。 

 

３  保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、被保険者の

選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者又は施設か

ら、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。 

高齢者は社会的に弱い立場にあるとともに、サービスの受け手という意識から十分な意思表示ができな

いことがあることから、サービスや支援の提供の際には、たとえそれが善意によるものであったとしても、

常に十分に利用者の意思を確認し、利用者の立場に立った対応を行う必要がある。提供者側が一方的に

行う内容では、利用者の自発的な意思によるものとは言えない。 

居宅サービスは在宅における総合的な介護サービスの提供が基本となっており、居宅介護支援事業所

を中心として、各サービス事業所との連携のほか、市町村やボランティア等地域資源の活用や連携が必

要である。 

 

４  保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合においても、可能な

限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよ

うに配慮されなければならない。 

サービス提供の内容や水準は、利用者の居宅での自立した生活が保障されるものである必要があり、

居宅介護支援事業所は、利用者にとって真に必要なサービスとは何かをモニタリングによって常に把握

し、居宅サービス計画の変更等について検討を行わなければならない。 

サービス担当者会議は、実際にサービスを提供している各居宅サービス事業者が課題や問題点等を

出し合い、適正な居宅サービスの位置付けや個々の介護サービス計画の立案に資するものでなければ

ならない。 
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 利用者の立場を踏まえた事業者による意識的な利用者へのアプローチ 

（利用者への積極的な情報開示、分かりやすく丁寧な説明） 

事業者は、利用者への情報開示や情報提供に当たっては、決して事務的にならず、弱者の視点に立って、利

用者に積極的にアプローチを行うとともに、利用者から積極的に希望や質問を言えるような雰囲気づくりを行う

等、事業者と利用者が対等な立場となることを意識する必要がある。 

また、障がい特性等利用者の心身の状況に合わせた説明の仕方の工夫等を積極的に行う必要がある。 

 

 重要事項説明の重要性 

「重要事項説明書」は、利用者にとって、どのようなサービスを受けられるのか、サービスを受けるに当たって

の留意事項は何かを知り、事業所を選択する判断材料であることから、懇切丁寧な説明を行う必要がある。 

重要事項説明の不備は、サービスに関する利用者とのトラブルや利用者の不利益となることがあるので、十分

留意する必要がある。 

【過去の主な指導事項】 

○「重要事項説明書」の説明、交付いずれかの手続が行われていない 

○「重要事項説明書」に事故発生時の対応、苦情相談の窓口、苦情処理の体制及び手順等必要な事項が 

記載されていない 

○「重要事項説明書」と「契約書」が一体となっており、分離されていない 

○「重要事項説明書」と「運営規程」とで営業日時、通常の事業の実施地域等の項目に相違がある 

                                                               など 

利用者と事業者の対等な立場の構築 

（利用者が自由な選択ができる環境づくりを行うこと） 
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① 高齢者特有の心理状況への理解 

○老化を受け入れにくい心理状況 

○長い老後生活や社会的孤立等に対する不安 

○サービスの受け手として十分な意思表示ができないという心理状況 

 

② 身近にある人権 

 高齢者の人権 

高齢期になっても意欲的に社会参加している人はたくさんいます。年齢だけを理由に社会参加する機会を

奪うことがあってはなりません。高齢者が、社会の重要な一員として尊重され、就業をはじめ多様な社会活動

に参加する機会が確保される社会を形成することが必要です。 

また、高齢者に対するあらゆる形態の虐待をなくさなければなりません。すべての人が年齢を重ねるごとに

充実感を感じ、健康かつ安全な生活を送ることができる、持続可能で適切な支援を提供する必要があります。

このような取組を通じて、活力ある高齢社会を築くことが必要です。 

 

 障がい者の人権 

身近なところで障がいのあるひともない人も当たり前に暮らす・・・そのためになくてはならないことが「バリ

アフリー」です。「バリアフリー」とは、行動や人間関係をさまたげるバリア（壁）をなくしていくことです。 

解消しなければならないバリアの一つに、一人ひとりのこころのバリアがあります。障がい及び障がいのあ

る人に対する理解と認識の不足から、就労における差別や入居拒否などの問題、社会福祉施設などの設置

に際して地域住民との摩擦（いわゆる施設コンフリクト）が発生するなどの問題もあります。 

一人ひとりが、こころのバリアをなくしていくことが必要です。 

 

 同和問題 

同和問題とは、日本社会の歴史的発展の過程で形づくられた身分階層構造により、日本国民の一部の

人々が長い間、経済的、社会的、文化的に低位の状態を強いられ、現在でも日常生活の上で差別を受けるな

どの日本固有の人権問題です。 

財政上の特別措置としての同和対策事業は平成 14(2002)年で終了しましたが、インターネット上での差別

的な書き込み等の差別事象が発生しており、同和問題が解決されたとは言えない状況であり、大阪府では総

合相談事業の実施による相談の受付や人権総合講座の開催、人権啓発誌の作成・配布による啓発を行って

いるところです。 

平成 28(2016)年に施行された「部落差別の解消の推進に関する法律」の趣旨も踏まえ、引き続き同和問題

解決に向けた取組を推進しています。 

 

利用者の立場の理解 

（高齢者特有の心理状況や社会的・歴史的背景等を理解すること） 
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 外国人の人権 

令和元(2019)年12月31日現在、大阪府民の 34人に１人が外国人という計算になります。 

差別的な対応や不利益な扱い、住民との摩擦等のほか、国民年金の受給資格が得られなかった在日外国

人の高齢者、障がい者の年金問題や、福祉サービスについても、言葉や食事、生活習慣の違いから利用が

難しい状況が見られます。このため、多言語による情報提供や日本語学習の機会の確保など円滑なコミュニ

ケーションのための取組に加え、国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的な違いを認め合い、多様

性を受け入れ、対等な関係を築くとともに、国際的視野に立って一人ひとりの人権を尊重し、社会の構成員と

してともに生きていく「多文化共生」社会を築いていくことが必要です。 

大阪府で暮らしている外国人の約５割は韓国籍・朝鮮籍の人です。その多くは日本が朝鮮半島を領土とし

ていた歴史的経緯により、第二次世界大戦以前から暮らしている人とその子孫です。現在、この人たちの中

には、差別を避けるため、本名ではなく日本名（通名）で生活する人もいます。 

 

 ＨＩＶ陽性者の人権 

ＨＩＶ感染症に対する誤った知識や偏見から、感染を理由とした就職拒否や入居拒否などの人権侵害が起

こっています。 

ＨＩＶは、陽性者と一緒にいても日常生活での接触で感染することはありません。主な感染経路は性行為

で、誰もが感染する可能性がありますが、コンドームを使用するなど正しい知識を持って行動することで、感

染を防ぐことが可能です。また、ＨＩＶに感染しても、現在では医療の進歩により、治療を続けながら感染する

前と同じ生活を続けることが可能です。 

一人ひとりが正しい知識を持ち、ＨＩＶ陽性者が安心して学び、働き、生活できる社会を築くことが必要で

す。 

 

 ハンセン病回復者の人権 

ハンセン病とは、らい菌によって引き起こされる病気です。しかし、らい菌の病原性は非常に低く、感染す

ることはきわめてまれであり、感染しても発病する人はさらに少なくなります。また、優れた治療薬が開発され

ていて、早期発見・早期治療により後遺症を残さずに治る病気になっています。 

明治時代に「ハンセン病は感染症」という情報が日本にも入ってきましたが、それまで信じられていた遺伝

病説は完全には消えず、それに加えて必要以上に感染症であることが強調され、社会に広まりました。法律

による強制的な隔離政策が平成８(1996)年に「らい予防法」が廃止されるまでの間進められ、そのことが社会

の偏見や差別意識を助長し、患者やその家族に大きな苦難と苦痛を強いてきました。 

過去にあった宿泊拒否に見られるように、病気に対する根強い誤解や無理解がハンセン病療養所入所者

の地域社会への復帰や交流を妨げています。入所者が地域社会へ復帰・交流することのできる環境をわた

したちみんなで早く整え、二度とこうした間違いが起こらないようにしていくことが必要です。 
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 こころの病 

「こころの病」と言っても、種類も症状もさまざまで、原因が分かっていないものが多くあります。例えば、う

つ病と診断された場合でも、ストレスがきっかけの場合もあれば、身体の病気と関係していることもあります。 

こころの病で通院や入院をしている人たちは、国内で４１９万人（平成２９(2017)年厚生労働省患者調査）で

す。また、生涯を通じて５人に１人がかかるとも言われています。しかし、「こころの病は特別な人がかかるも

の」という、古くからの慣習や風評などから生じる先入観や偏見が解消されたとは言えず、また、このため生き

づらさや生活しづらさに苦しんでいる人たちがいます。 

こころの病は誰でもかかりうる病気であり、こうした先入観や偏見にとらわれないことが大切です。 

 

 性的マイノリティの人権 

「生物学的な性」（からだの性：生物学的な体の特徴が男性か女性か）と「性自認」（こころの性：自分の性を

どのように認識しているか）が一致している人や、「性的指向」（恋愛感情や性的な関心がどの性別に向いて

いるか）が異性に向いている人が多数派とされる一方で、これらにあてはまらない性的マイノリティ（少数者）

がいます。性的マイノリティの人権問題に関する社会の理解はまだ十分に進んでおらず、差別や偏見が存

在する中、多くの当事者が生きづらさを感じています。 

近年、国内で行われた複数の民間の調査結果によると、性的マイノリティの人は全人口の約３～１０％いる

といわれています。全人口の１０％というと約１０人に１人の割合です。生きづらさを感じている当事者は、あ

なたの周りにもいるかもしれません。 

性のあり方は人それぞれです。大切なのは、その人がどれに当てはまるかを考えるのではなく、何に困っ

ているかを一緒に考える意識や態度を身に付けることです。 

 

 個人情報保護 

個人情報は、わたしたちが日常生活や事業活動などを営んでいく上で、その利用が必要不可欠なもので

す。一方、その内容に誤りがあったり、本人に無断で収集や提供がなされた場合、プライバシーなどの個人

の権利や利益を侵害するおそれがあります。 

平成15(2003)年に制定された「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）では、国・地方公共団体

の責務や個人情報取扱事業者の義務等を定めており、この法律に基づき、国・地方公共団体は自らが保有

する個人情報の保護に関する法律や条例を定め、また、個人情報保護委員会等では個人情報取扱事業者

が守るべきガイドラインを定めています。 

大阪府では「大阪府個人情報保護条例」を平成８(1996)年から施行しています。 

 

 

《大阪府人権白書 ゆまにてなにわ ver.35 から抜粋・要約》 
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生活への満足感や生活の充実度は、一人ひとりの利用者が生活してきた生活様式や生活習慣、

考え方、価値観、生活信条、家族の状態、生きてきた時代背景等によって人それぞれ異なり、特に

高齢者には 65年以上の人生の重みがある。 

このため、サービス提供に当たっては、身の回りの介護だけでなく、広い範囲での主体的な生活

活動を支援するといった観点に立ち、画一化して対応するのではなく、一人ひとりに着目して考え

るという視点が極めて大切である。 

そのためには、利用者の尊厳の保持とプライバシーの保護を基本に据えることが不可欠であり、

事業者は継続的な取組を行う必要がある。 

 

【利用者の立場に立ったサービス提供の視点】 

 日常生活の支援において、いかなる場合であっても強制的な言動、暴言、体罰、差別的な言動をしていな

いか 

 介護や運営の効率化を重視するあまり、日常生活に不必要な規制や行動制限を強いていないか 

 記憶障がいや認知力、判断力の低下等認知症に関する症状があることをもって、直ちに主体性や自己決

定する能力がないと判断していないか 

 視覚障がい者や聴覚障がい者、言語障がいのある人、外国人等、文字や話し言葉によるコミュニケーショ

ンに困難がある人に対して、点字や手話、身振り手振り、カード、絵文字等の手段を柔軟に用いて意思疎

通の円滑化に努めているか 

 サービス提供に当たっては、ＡＤＬや介護の必要度等現在の状態からだけで利用者を理解するのではな

く、一人ひとりの生きてこられた時代背景についての知識を積み重ね、豊かな想像力をもって利用者の永

い人生に思いを馳せ、その延長線上で現在の状況を理解しているか 

 人格を尊重し、年長者に対する礼を尽くし、不快な言葉や子ども扱いした言葉を使わず、暖かで親しみや

すい雰囲気を持った会話を心がけているか 

 常に利用者の意向や希望を確認し、反映させるよう努めているか 

 介護者には仕事を通じて知り得た情報について守秘義務があり、普段の会話でも話題にしないよう気を付

けているか 

利用者の立場に立ったサービス提供 

（一人ひとりに着目したサービス提供を行うこと） 
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指定居宅サービス事業者等に対する指導及び監査の実施方法 

 

所    管    庁 事        業        者 
  

 

集 団 指 導 

○一定の場所に対象事業者を召集し、講習会方

式により指導 

○指導内容 

・当該年度における指導及び監査の実施方 

法等 

・実地指導における主な指導事項 

・指定等の基準及び介護給付等の算定方法 

・介護保険制度の改正等の内容  等 

実施通知 

出  席 

集団指導 対象事業者 

原則として毎年度の 4 月 1 日現在指定を受けている

全ての事業者。ただし、保険医療機関等において介

護保険法第 71 条の規定により事業者の指定があっ

たものとみなされた事業者（みなし事業者）を除く。 

実 地 指 導  

○指定事業所又は法人事務所の所在地等にお

いて、対象事業者から事前又は当日に提出

を受け、又は閲覧に供された書類等を審査

するとともに、当該事業所等の管理者等か

らヒアリングを行うことにより実施 

○指導内容 

【運営指導】 

関係法令及び指定基準に照らし適切な運

営が行われているか確認し、適切でない

運営が行われている場合は是正するよう

指導 

【報酬請求指導】 

報酬算定基準に照らし 

① 報酬の単位ごとの算定要件を満たして

いるか 

② 保険給付の対象とならないサービスの

提供及び請求が行われていないか 

③ 必要な人員等の体制が確保されている

か（各種加算及び人員欠如減算等） 

④ 利用者ごとのケアプランに基づきサー

ビス提供が行われているか 

等について確認、適切でない請求が行われ

ている場合は是正するよう指導（必要に応

じて過誤調整） 

実地指導 対象事業者 

【一般指導】 

全ての事業者の中から計画的に実施 

【随時指導】 

・利用者又はその家族等からの苦情若しくは情報提供又

は当該事業所の従業者等からの通報若しくは情報提供

が寄せられているもののうち、特に緊急性の高いもの 

・保険者、国民健康保険団体連合会から情報提供を受け

た事業者のうち、特に緊急性の高いもの 

・介護給付適正化システムにおいて給付実績が特異傾向

を示す事業者のうち、その傾向が顕著なもの 

・利用者等からの苦情が多く寄せられている事業者 

・実地指導の結果、改善が不十分な事業者のうち、再度

の指導により改善が見込まれるもの 

・その他実地指導の必要性があると認められる事業者 

 を対象に実施 

実施通知 

指導実施 

監        査 

実施の根拠法令及び目的、実施日、実施時間、

実施場所、監査担当者等をあらかじめ事業者

に通知して実施。ただし、緊急を要するもの

等については、当日通知して実施 

 

○指定基準違反等が認められた場合、期限を定

めて基準を遵守すべきことを勧告 

○正当な理由がなく勧告に係る措置をとらな

かったときは、期限内にその勧告に係る措置

をとるべきことを命令 

○期限を経過し、なお相当期間を経た後も改     

善されない場合は、指定取消し等の処分対象 

監査 対象事業所 

次のいずれかに該当する行為がなされたかあるいは疑

われる事業者 

・利用者に対する虐待がある 

・指定基準に重大な違反がある 

・サービスの内容に不正又は著しい不当がある 

・介護報酬の請求に不正又は著しい不当がある 

・報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられても

従わず、又は虚偽の報告をした 

・出頭を求められても応ぜず、質問に対して答弁せず、

若しくは虚偽の答弁をし、又は検査を拒み、妨げ、若

しくは忌避した 

・不正の手段により事業者指定を受けた 

監査実施 

改善報告 

実施通知 

 

指定取消し等の事由に該当する行為がなされ

たかあるいは疑われる場合、明らかに不正若

しくは著しい不当等が疑われる場合又は度重

なる指導を行っても改善が行われない場合

は、監査を実施 

改善報告 

改善勧告 

改善命令 

再指導 

行政処分 

監査の結果、不正の事実が確認された
場合等は、聴聞手続を経て行政処分 

 
欠席した事業者に対しては個別に指導すること

あり 

【行政上の措置】 
指定の取消し又は 
指定の全部若しくは一部の効力
の停止 
【経済上の措置】 

不正受給した介護報酬の返還

及び加算金の徴収(40/100) 
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対象事業者 指導の目的等

対象事業者

完　　　了

指定居宅サービス事業者等に対する指導及び監査フロー図

完 了　　　　　《出席》

指
 
 
 

導

個別指導

完 了

再 指 導

　　　　　《欠席》

《期限内に改善された》

《期限内に改善されなか
　った》

《期限までに改善されな
か った》

《期限内に改善されな
かった》

完 了

監
　
　
査

完 了《期限内に改善された》

《期限までに改善された》

集団指導

実地指導
適正・おおむね適正

改善が必要

監 査

聴 聞
指定取消し

直ちに指定取消し等には至ら
ないが、改善が必要と認めら
れる場合

指定取消し等の事由に該
当する場合

公 示
（公報登載）

結果通知

結果通知

改善勧告

改善報告書

処分通知

改善報告書

改善命令

たび重ねて指導を行っても改善が行
われない場合は、監査へ移行

・利用者に対する虐待が疑われるとき。
・指定基準に重大な違反があると疑われる
とき。

・サービスの内容に不正又は著しい不当が
疑われるとき。

・介護報酬の請求に不正又は著しい不当が
疑われるとき。

・報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を
命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報
告をしたとき。

・出頭を求められてこれに応ぜず、質問に
対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁を
し、又は検査を拒み、妨げ、若しくは忌
避したとき。

・不正の手段により事業者指定を受けたこ
とが疑われるとき。

・所管庁が必要と認めるとき。

毎年度４月１日現在指定を受けている全て
の事業者

【一般指導】
全事業者から別に定める基準により選定し、
計画的に実施

【随時指導】
・利用者又はその家族等からの苦情若しく
は情報提供又は当該事業所の従業者等か
らの通報若しくは情報提供が寄せられて
いるもののうち、特に緊急性の高いもの

・保険者、国民健康保険団体連合会から情
報提供を受けた事業者のうち、特に緊急
性の高いもの

・介護給付適正化システムにおいて給付実
績が特異傾向を示す事業者のうち、その
傾向が顕著なもの

指定事業者全体のレベルアップを図ることを主眼として、介護保険法・制度の
趣旨・目的の周知及び理解の促進及び介護報酬に係る過誤・不正請求の防止
の観点から算定要件等の周知等、介護保険制度の適正な運営を図る

「サービスの質の確保と向上」「利用者の尊厳の保持」「高齢者虐待防止法
の趣
旨」「適正な介護報酬の請求」等の観点から、事業所所在地において、関係
書類
の閲覧とヒアリングを元に指導

【運営指導】
関係法令及び指定基準に照らし、適切な運営が行われているかどうか

につ
いて、関係書類の点検・検査及び関係者に対するヒアリングを行うととも

に、
適切でない運営が行われている場合は、これを是正するよう指導

【報酬請求指導】
サービス類型ごとの報酬算定基準に照らし、報酬の単位ごとの算定要件

に
合致しているか、保険給付の対象とならないサービス提供であるにもか

改善報告書

期限を経過し、なお相当期間を
経た後も改善されない場合は、
行政処分の対象

指定の 全 部又
は一部 の 効力
の停止

行政処分

行政処分

返還命令返還額の確定
加算金の賦課

！取消処分により事業者指定に係る欠格事由該当者となる者
＝ 当該指定取消し等に係る聴聞通知（行政手続法第15条）があった日前60日

以内に役員等＊であった者

＊役員
イ 業務を執行する（合名会社、合資会社、合同会社の）社員・（株式会社

の）取締役・執行役又はこれらに準ずる者（社会福祉法人等の理事）
ロ 相談役、顧問等の名称を有するかどうかは問わず、イに掲げる者と同

等以上の支配力を法人に対し有するものと認められる者

＊事業者の使用人であって、事業者の事業所又は事業者が開設した施設を
管理する者

公 示

（公報登載）

○指定取消し等の事由に該当する行為がなされた
か、

あるいは疑われる場合
○明らかに不正又は著しい不当等が疑われる場合 過誤調整

不適正な報酬算定

過誤調整
不適正な報酬算定が
見受けられる場合

勧告に従わなかったとき

公 表

保険者

保険者

保険者
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指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の 指 定 の 取 消 し 等 の 規 定【介護保険法】 

 

条文（参照条文を太字で表記） 参 照 条 文 

（指定の取消し等） 

第77条 都道府県知事は、次の各号のいず

れかに該当する場合においては、当該指定

居宅サービス事業者に係る第41条第１項

本文の指定を取り消し、又は期間を定めて

その指定の全部若しくは一部の効力を停

止することができる。 

(1)  指定居宅サービス事業者が、第 70

条第２項第４号から第５号の２まで、

第10号（第５号の３に該当する者のあ

るものであるときを除く。）、第 10

号の２（第５号の３に該当する者のあ

るものであるときを除く。）、第 11

号（第５号の３に該当する者であると

きを除く。）又は第12号（第５号の３

に該当する者であるときを除く。）の

いずれかに該当するに至ったとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第70条第２項 

第４号 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

第５号 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの※1の規定により罰金の

刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

※1 介護保険法施行令第35条の２ 

第５号の２ 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるもの※2により罰金の刑に処せられ、その執行を終

わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

※2 介護保険法施行令第35条の３ 

第 10号 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第４号から第

６号まで又は第７号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

第 10号の２ 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第４号か

ら第５号の３まで、第６号の２又は第７号から第９号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

第 11号 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第４号

から第６号まで又は第７号から第９号までのいずれかに該当する者であるとき。 

第 12号 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第４号

から第５号の３まで、第６号の２又は第７号から第９号までのいずれかに該当する者であるとき。 

                                                        

第５号の３ 申請者が、社会保険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）の定めるとこ

ろにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。以下・・・「保険料等」

という。）について、当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を

受けた日から正当な理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全て（当

該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に限
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る。・・・）を引き続き滞納している者であるとき。 

第６号 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第77条第１項又は第115条の35条第６項の

規定により指定（特定施設入居者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過

しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定に

よる通知があった日前60日以内に当該法人の役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ

れらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。・・・)又はその事業所を管理する者その他の

政令で定める使用人(以下「役員等」という。)であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含み、

当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前 60日以内に当該事業所の

管理者であった者で当該取消しの日から起算して 5年を経過しないものを含む。)であるとき。ただし、当該指定の取消

しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を

防止するための当該指定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関し

て当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこ

ととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

第６号の２ 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第 77条第１項又は第 115条の 35第６項

の規定により指定（特定施設入居者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経

過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第 15条の規

定による通知があった日前 60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないも

のを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前 60日以内に当

該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該

指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事

実の発生を防止するための当該指定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該

事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該

当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

第７号 申請者が、第 77条第１項又は第 115条の 35第６項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第 15条の

規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第 75条第２項の規定に

よる事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して５

年を経過しないものであるとき。 

第７号の２ 申請者が、第76条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第77

条第１項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省

令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から 10日以内に特定の日を通知した場合に

おける当該特定の日をいう。）までの間に、第 75条第２項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止に

ついて相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

第８号 第７号に規定する期間内に第 75条第２項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号
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(2)  指定居宅サービス事業者が、第 70

条第９項又は第 11 項の規定により当

該指定を行うに当たって付された条

件に違反したと認められるとき。 

 

 

 

(3)  指定居宅サービス事業者が、当該指

定に係る事業所の従業者の知識若しく

は技能又は人員について、第74条第１

項の都道府県の条例で定める基準又

は同項の都道府県の条例で定める員

数を満たすことができなくなったと

き。 

 

(4)  指定居宅サービス事業者が、第 74

条第２項に規定する指定居宅サービ

スの事業の設備及び運営に関する基

準に従って適正な指定居宅サービスの

事業の運営をすることができなくなっ

たとき。 

 

(5)  指定居宅サービス事業者が、第 74

条第６項に規定する義務に違反したと

認められるとき。 

 

(6)  居宅介護サービス費の請求に関し不

正があったとき。 

 

の通知の日前 60日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等又は当

該届出に係る法人でない事業所(当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。)の管理者であった者で、当該届

出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

第９号 申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

 

第70条第９項 都道府県知事は、第６項又は前項の意見を勘案し、第41条第１項本文の指定を行うに当たって、当該事業 

 の適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。 

第70条第11項 都道府県知事は、前項の規定による協議の結果に基づき、当該協議を求めた市町村長の管轄する区域に所

在する事業所が行う居宅サービスにつき第 1 項の申請があった場合において、厚生労働省令で定める基準に従って、第

41 条第 1 項本文の指定をしないこととし、又は同項本文の指定を行うに当たって、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

等の事業の適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。 

 

八尾市指定居宅サービス事業者等の指定並びに指定居宅サービス等の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定め

る条例 

 

 

 

 

 

 

八尾市指定居宅サービス事業者等の指定並びに指定居宅サービス等の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定め

る条例 

 

 

 

 

 

第 74条第６項 指定居宅サービス事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令を

遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 
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(7)  指定居宅サービス事業者が、第 76

条第１項の規定により報告又は帳簿

書類の提出若しくは提示を命ぜられ

てこれに従わず、又は虚偽の報告をし

たとき。 

 

 

 

(8)  指定居宅サービス事業者又は当該指

定に係る事業所の従業者が、第76条第

1 項の規定により出頭を求められてこ

れに応ぜず、同項の規定による質問に

対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁

をし、又は同項の規定による検査を拒

み、妨げ、若しくは忌避したとき。た

だし、当該指定に係る事業所の従業者

がその行為をした場合において、その

行為を防止するため、当該指定居宅サ

ービス事業者が相当の注意及び監督を

尽くしたときを除く。 

 

(9)  指定居宅サービス事業者が、不正の

手段により第 41 条第１項本文の指定

を受けたとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第76条第１項 都道府県知事又は市町村長は、居宅介護サービス費の支給に関して必要があると認めるときは、指定居宅

サービス事業者若しくは指定居宅サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下

この項において「指定居宅サービス事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示

を命じ、指定居宅サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定居宅サービス事業者であった者

等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定居宅サービス事業者の当該指定に係

る事業所、事務所その他指定居宅サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物

件を検査させることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第41条第１項本文 市町村は、要介護認定を受けた被保険者（以下「要介護被保険者」という。）のうち居宅において介護

を受けるもの（以下「居宅要介護被保険者」という。）が、都道府県知事が指定する者（以下「指定居宅サービス事業者」

という。）から当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所により行われる居宅サービス（以下「指定居宅サービス」と

いう。）を受けたときは、当該居宅要介護被保険者に対し、当該指定居宅サービスに要した費用・・・について、居宅介護

サービス費を支給する。 
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(10)  前各号に掲げる場合のほか、指定居

宅サービス事業者が、この法律その他

国民の保健医療若しくは福祉に関す

る法律で政令で定めるもの又はこれら

の法律に基づく命令若しくは処分に違

反したとき。 

 

 

 

 

 

(11)  前各号に掲げる場合のほか、指定居

宅サービス事業者が、居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をし

たとき。 

 

(12)  指定居宅サービス事業者が法人で

ある場合において、その役員等のうち

に指定の取消し又は指定の全部若しく

は一部の効力の停止をしようとすると

き前５年以内に居宅サービス等に関し

不正又は著しく不当な行為をした者が

あるとき。 

 

(13)  指定居宅サービス事業者が法人で

ない事業所である場合において、その

管理者が指定の取消し又は指定の全部

若しくは一部の効力の停止をしようと

するとき前５年以内に居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をし

た者であるとき。 

介護保険法施行令第35条の５各号 

健康保険法、児童福祉法、栄養士法、医師法、歯科医師法、保健師助産師看護師法、歯科衛生士法、医療法、 

身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、生活保護法、社会福祉法、知的障害者福祉法、 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、薬剤師法、老人福祉法、 

理学療法士及び作業療法士法、高齢者の医療の確保に関する法律、社会福祉士及び介護福祉士法、義肢装具士法、 

精神保健福祉士法、言語聴覚士法、発達障害者支援法、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、 

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、子ども・子育て支援法、 

再生医療等の安全性の確保等に関する法律、国家戦略特別区域法、難病の患者に対する医療等に関する法律、 

公認心理師法、民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律、臨床研究法 

【33法律】 
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指定介護予防サービス事業者の指定の取消し等の規 定【介護保険法】 

 

条文（参照条文を太字で表記） 参 照 条 文 

（指定の取消し等） 

第115条の９ 都道府県知事は、次の各号の

いずれかに該当する場合においては、当該

指定介護予防サービス事業者に係る第 53

条第１項本文の指定を取り消し、又は期間

を定めてその指定の全部若しくは一部の

効力を停止することができる。 

(1)  指定介護予防サービス事業者が、第

115 条の２第２項第４号から第５号の

２まで、第10号（第５号の３に該当す

る者のあるものであるときを除く。）、

第10号の２（第５号の３に該当する者

のあるものであるときを除く。）、第

11号（第５号の３に該当する者である

ときを除く。）又は第12号（第５号の

３に該当する者であるときを除く。）

のいずれかに該当するに至ったとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第115条の２第２項 

第４号 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

第５号 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に

処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

第５号の２ 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

第 10号 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第４

号から第６号まで又は第７号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

第 10号の２ 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに

第４号から第５号の３まで、第６号の２又は第７号から第９号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

第 11号 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者

が第４号から第６号まで又は第７号から第９号までのいずれかに該当する者であるとき。 

第 12号 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者

が第４号から第５号の３まで、第６号の２又は第７号から第９号までのいずれかに該当する者であるとき。 

                                                        

第５号の３ 申請者が、社会保険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）の定めるとこ

ろにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。以下・・・「保険料等」

という。）について、当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を

受けた日から正当な理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全て（当

該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に限

る。・・・）を引き続き滞納している者であるとき。 

第６号 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第115条の９第１項又は第115条の
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35 条第６項の規定により指定（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日

から起算して５年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行

政手続法第 15条の規定による通知があった日前 60日以内に当該法人の役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又は

これらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社

員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。第５節及び第203条

第２項において同じ。)又はその事業所を管理する者その他の政令で定める使用人(以下「役員等」という。)であった者

で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合

においては、当該通知があった日前 60日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して 5年を経

過しないものを含む。)であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち

当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者に

よる業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有してい

た責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるも

のとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

第６号の２ 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第 115 条の９第１項又は第 115

条の35第６項の規定により指定（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日

から起算して５年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行

政手続法第15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して

５年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった

日前60日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であると

き。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由と

なった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備について

の取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本

文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるも

のに該当する場合を除く。 

第７号 申請者が、第115条の９第１項又は第115条の35第６項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第15

条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第 115 条の５第２

項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から

起算して５年を経過しないものであるとき。 

第７号の２ 申請者が、第115条の７第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき

第 115 条の９第１項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として

厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から 10日以内に特定の日を通知

した場合における当該特定の日をいう。）までの間に、第115条の５第２項の規定による事業の廃止の届出をした者（当

該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

第８号 第７号に規定する期間内に第115条の５第２項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、
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(2)  指定介護予防サービス事業者が、第

115 条の２第６項の規定により当該指

定を行うに当たって付された条件に

違反したと認められるとき。 

 

(3)  指定介護予防サービス事業者が、当

該指定に係る事業所の従業者の知識若

しくは技能又は人員について、第 115

条の４第１項の都道府県の条例で定

める基準又は同項の都道府県の条例

で定める員数を満たすことができなく

なったとき。 

 

(4)  指定介護予防サービス事業者が、第

115 条の４第２項に規定する指定介護

予防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準

又は指定介護予防サービスの事業の

設備及び運営に関する基準に従って適

正な介護予防サービスの事業の運営を

することができなくなったとき。 

 

(5)  指定介護予防サービス事業者が、第

115 条の４第６項に規定する義務に違

反したと認められるとき。 

 

(6)  介護予防サービス費の請求に関し不

正があったとき。 

 

同号の通知の日前 60日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等又

は当該届出に係る法人でない事業所(当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。)の管理者であった者で、当

該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

第９号 申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

 

第 115条の２第６項 都道府県知事は、前項の意見を勘案し、第 53条第 1項本文の指定を行うに当たって、当該事業の適

正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。 

 

 

 

八尾市指定居宅サービス事業者等の指定並びに指定居宅サービス等の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定め

る条例 

 

 

 

 

 

 

八尾市指定居宅サービス事業者等の指定並びに指定居宅サービス等の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定め

る条例 

 

 

 

 

 

 

 

第115条の４第６項 指定介護予防サービス事業者は、要支援者の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づ

く命令を遵守し、要支援者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 

 

 

 

 

 

16



(7)  指定介護予防サービス事業者が、第

115 条の７第１項の規定により報告又

は帳簿書類の提出若しくは提示を命

ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報

告をしたとき。 

 

 

 

(8)  指定介護予防サービス事業者又は当

該指定に係る事業所の従業者が、第

115条の７第 1項の規定により出頭を

求められてこれに応ぜず、同項の規定

による質問に対して答弁せず、若しく

は虚偽の答弁をし、又は同項の規定に

よる検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

したとき。ただし、当該指定に係る事

業所の従業者がその行為をした場合に

おいて、その行為を防止するため、当

該指定介護予防サービス事業者が相当

の注意及び監督を尽くしたときを除

く。 

 

(9)  指定介護予防サービス事業者が、不

正の手段により第 53 条第１項本文の

指定を受けたとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 115 条の７第１項 都道府県知事又は市町村長は、介護予防サービス費の支給に関して必要があると認めるときは、指

定介護予防サービス事業者若しくは指定介護予防サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者で

あった者（以下この項において「指定介護予防サービス事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類

の提出若しくは提示を命じ、指定介護予防サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定介護予

防サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定介護予

防サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定介護予防サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、

その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 53 条第１項本文 市町村は、要支援認定を受けた被保険者のうち居宅において介護を受けるもの（以下「居宅要支援被

保険者」という。）が、都道府県知事が指定する者（以下「指定介護予防サービス事業者」という。）から当該指定に係る

介護予防サービス事業を行う事業所により行われる介護予防サービス（以下「指定介護予防サービス」という。）を受けた

とき・・・は、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定介護予防サービスに要した費用・・・について、介護予防サー

ビス費を支給する。 
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(10)  前各号に掲げる場合のほか、指定介

護予防サービス事業者が、この法律そ

の他国民の保健医療若しくは福祉に

関する法律で政令で定めるもの又はこ

れらの法律に基づく命令若しくは処分

に違反したとき。 

 

 

 

 

 

(11)  前各号に掲げる場合のほか、指定介

護予防サービス事業者が、居宅サービ

ス等に関し不正又は著しく不当な行為

をしたとき。 

 

(12)  指定介護予防サービス事業者が法

人である場合において、その役員等の

うちに指定の取消し又は指定の全部若

しくは一部の効力の停止をしようとす

るとき前５年以内に居宅サービス等に

関し不正又は著しく不当な行為をした

者があるとき。 

 

(13)  指定介護予防サービス事業者が法

人でない事業所である場合において、

その管理者が指定の取消し又は指定の

全部若しくは一部の効力の停止をしよ

うとするとき前５年以内に居宅サービ

ス等に関し不正又は著しく不当な行為

をした者であるとき。 

介護保険法施行令第35条の５各号 

健康保険法、児童福祉法、栄養士法、医師法、歯科医師法、保健師助産師看護師法、歯科衛生士法、医療法、 

身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、生活保護法、社会福祉法、知的障害者福祉法、 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、薬剤師法、老人福祉法、 

理学療法士及び作業療法士法、高齢者の医療の確保に関する法律、社会福祉士及び介護福祉士法、義肢装具士法、 

精神保健福祉士法、言語聴覚士法、発達障害者支援法、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、 

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、子ども・子育て支援法、 

再生医療等の安全性の確保等に関する法律、国家戦略特別区域法、難病の患者に対する医療等に関する法律、 

公認心理師法、民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律、臨床研究法 

【33法律】 
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条文（参照条文を太字で表記） 参 照 条 文 

（介護サービス情報の報告及び公表） 

第115条の35 

６ 都道府県知事は、指定居宅サービス事業

者・・・指定介護予防サービス事業者・・・

が第4項の規定による命令に従わないと

きは、当該指定居宅サービス事業者・・・

指定介護予防サービス事業者・・・の指

定・・・を取り消し、又は期間を定めてそ

の指定・・・の全部若しくは一部の効力を

停止することができる。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

第４項 都道府県知事は、介護サービス事業者が第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は前項の

規定による調査を受けず、若しくは調査の実施を妨げたときは、期間を定めて、当該介護サービス事業者に対し、その

報告を行い、若しくはその報告の内容を是正し、又はその調査を受けることを命ずることができる。 

                                                        

第１項 介護サービス事業者は、指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者・・・指定介護予防サービス事

業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者・・・の指定・・・を受け、訪問介護、訪問入浴介護その他の厚生労働省

令で定めるサービス（以下「介護サービス」という。）の提供を開始しようとするときその他厚生労働省令で定めるとき

は、政令で定めるところにより、その提供する介護サービスに係る介護サービス情報（介護サービスの内容及び介護サー

ビスを提供する事業者又は施設の運営状況に関する情報であって、介護サービスを利用し、又は利用しようとする要介護

者等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会を確保するために公表されることが必要なものとして厚生労働

省令で定めるものをいう。以下同じ。）を、当該介護サービスを提供する事業所・・・の所在地を管轄する都道府県知事

に報告しなければならない。  

第３項 都道府県知事は、第1項の規定による報告に関して必要があると認めるときは、当該報告をした介護サービス事業

者に対し、介護サービス情報のうち厚生労働省令で定めるものについて、調査を行うことができる。  
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指定居宅介護支援事業者の指定取消し等の規定【介護保険法】 

 

条文（参照条文関連事項を太字で表記） 参  照  条  文  等 

【指定の取消し等】 

第八十四条 市町村長は、次の各号のいずれかに

該当する場合においては、当該指定居宅介護支

援事業者に係る第四十六条第一項の指定を取り

消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは

一部の効力を停止することができる。 

一 指定居宅介護支援事業者が、第七十九条第二

項第三号の二から第四号の二まで、第八号（同

項第四号の三に該当する者のあるものであると

きを除く。）又は第九号（同項第四号の三に該当

する者であるときを除く。）のいずれかに該当す

るに至ったとき。 

二 指定居宅介護支援事業者が、当該指定に係る

事業所の介護支援専門員の人員について、第八

十一条第一項の市町村の条例で定める員数を

満たすことができなくなったとき。 

三 指定居宅介護支援事業者が、第八十一条第二

項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営

に関する基準に従って適正な指定居宅介護支援

の事業の運営をすることができなくなったとき。 

四 指定居宅介護支援事業者が、第八十一条第六

項に規定する義務に違反したと認められるとき。 

五 第二十八条第五項の規定により調査の委託を

【指定居宅介護支援事業者の指定：欠格事由】 

第七十九条第二項 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、第四十六条第一項の

指定をしてはならない。 

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の介護支援専門員の人員が、第八十一条第一項の市町村の条例で定める員数を満たしていないとき。 

三 申請者が、第八十一条第二項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準に従って適正な居宅介護支援事業の運

営をすることができないと認められるとき。 

三の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

四 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、そ

の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

四の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を

受けることがなくなるまでの者であるとき。 

四の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、か

つ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の

全てを引き続き滞納している者であるとき。 

五 申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五

年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規

定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含

み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管

理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅

介護支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該

指定居宅介護支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護支援

事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認めら
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受けた場合において、当該調査の結果について

虚偽の報告をしたとき。 

六 居宅介護サービス計画費の請求に関し不正が

あったとき。 

七 指定居宅介護支援事業者が、第八十三条第一

項の規定により報告又は帳簿書類の提出若しく

は提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の

報告をしたとき。 

八 指定居宅介護支援事業者又は当該指定に係

る事業所の従業者が、第八十三条第一項の規

定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項

の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚

偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒

み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指

定に係る事業所の従業者がその行為をした場合

において、その行為を防止するため、当該指定

居宅介護支援事業者が相当の注意及び監督を

尽くしたときを除く。 

九 指定居宅介護支援事業者が、不正の手段によ

り第四十六条第一項の指定を受けたとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅介護支

援事業者が、この法律その他国民の保健医療若

しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又

はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反

したとき。 

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅介護

支援事業者が、居宅サービス等に関し不正又は

れるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

五の二 申請者と密接な関係を有する者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、そ

の取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しの

うち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅介護支援事業者による業

務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護支援事業者が有していた責任の程度を考

慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定め

るものに該当する場合を除く。 

六 申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の

規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第八十二条第二項の規定による

事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過し

ないものであるとき。 

六の二 申請者が、第八十三条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第八十四条

第一項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めると

ころにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をい

う。）までの間に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除

く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

六の三 第六号に規定する期間内に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の

通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届出

に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起

算して五年を経過しないものであるとき。 

七 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

八 申請者が、法人で、その役員等のうちに第三号の二から第五号まで又は第六号から前号までのいずれかに該当する者のあるも

のであるとき。 

九 申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第三号の二から第五号まで又は第六号から第七号までのいずれかに該当する者

であるとき。 

【指定居宅介護支援事業者の義務】 

第八十一条第六項  指定居宅介護支援事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令を遵守
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著しく不当な行為をしたとき。 

十二 指定居宅介護支援事業者の役員等のうち

に、指定の取消し又は指定の全部若しくは一部

の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居

宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為

をした者があるとき。 

 

し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 

【第八四条第一項十号により政令で定めるもの】 

介護保険法施行令第三十五条の五  法第七十七条第一項第十号、（略）の政令で定める法律は、次のとおりとする。 

一 健康保険法 

二 児童福祉法（国家戦略特別区域法第十二条の五第八項において準用する場合を含む。） 

三 栄養士法 

四 医師法 

五 歯科医師法 

六 保健師助産師看護師法 

七 歯科衛生士法 

八 医療法 

九 身体障害者福祉法 

十 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 

十一 生活保護法 

十二 社会福祉法 

十三 知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号） 

十四 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律 

十五 薬剤師法 

十六 老人福祉法 

十七 理学療法士及び作業療法士法 

十八 高齢者の医療の確保に関する法律 

十九 社会福祉士及び介護福祉士法 

二十 義肢装具士法 

二十一 精神保健福祉士法 

二十二 言語聴覚士法 

二十三 発達障害者支援法（平成十六年法律第百六十七号） 

二十四 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 
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二十五 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

二十六 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 

二十七 子ども・子育て支援法 

二十八 再生医療等の安全性の確保等に関する法律 

二十九 国家戦略特別区域法（第十二条の五第七項の規定に限る。） 

三十 難病の患者に対する医療等に関する法律 

三十一 公認心理師法(平成二十七年法律第六十八号) 

三十二 民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律 

三十三 臨床研究法 
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指定地域密着型サービス事業者等の指定取消し等の規定【介護保険法】 

● 指定地域密着型サービス事業者に係るもの 

（※指定取消し等の事由について、指定地域密着型介護予防サービス事業者は法第 115条の 19、指定介護予防支援事業者は法第 115条の 29 を参照） 

 

条文（参照条文関連事項を太字で表記） 参  照  条  文  等 

【指定の取消し等】 

第七十八条の十 市町村長は、次の各号のいずれ

かに該当する場合においては、当該指定地域密

着型サービス事業者に係る第四十二条の二第

一項本文の指定を取り消し、又は期間を定めて

その指定の全部若しくは一部の効力を停止する

ことができる。 

一 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八

条の二第四項第四号の二から第五号の二まで、

第九号（第五号の三に該当する者のあるもので

あるときを除く。）、第十号（第五号の三に該当す

る者のあるものであるときを除く。）、第十一号

（第五号の三に該当する者であるときを除く。）又

は第十二号（第五号の三に該当する者であると

きを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

二 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八

条の二第六項第三号から第三号の四までのい

ずれかに該当するに至ったとき。 

三 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八

条の二第八項の規定により当該指定を行うに当

たって付された条件に違反したと認められると

【指定地域密着型サービス事業者の指定：欠格事由】 

第七十八条の二第四項 市町村長は、前一項の申請があった場合において、次の各号（病院又は診療所により行われる複合型サー

ビス（厚生労働省令で定めるものに限る。第六項において同じ。）に係る指定の申請にあっては、第六号の二、第六号の三、第十号

及び第十二号を除く。）のいずれかに該当するときは、第四十二条の二第一項本文の指定をしてはならない。 

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 

二 （略） 

三 （略） 

四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在地の市町村長（以下この条におい

て「所在地市町村長」という。）の同意を得ていないとき。 

四の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、そ

の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を

受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、か

つ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の

全てを引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者六生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者  

  生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（認知症対応 

  型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定を除 

く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当
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き。 

四 指定地域密着型サービス事業者が、当該指定

に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は

人員について、第七十八条の四第一項の厚生労

働省令で定める基準若しくは同項の厚生労働省

令で定める員数又は同条第四項に規定する指

定地域密着型サービスに従事する従事者に関す

る基準を満たすことができなくなったとき。 

五 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八

条の四第二項又は第五項に規定する指定地域

密着型サービスの事業の設備及び運営に関す

る基準に従って適正な指定地域密着型サービス

の事業の運営をすることができなくなったとき。 

六 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八

条の四第八項に規定する義務に違反したと認め

られるとき。 

七 指定地域密着型サービス事業者（地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護を行うものに

限る。）が、第二十八条第五項（第二十九条第二

項、第三十条第二項、第三十一条第二項、第三

十三条第四項、第三十三条の二第二項、第三十

三条の三第二項及び第三十四条第二項におい

て準用する場合を含む。第八十四条、第九十二

条及び第百四条において同じ。）の規定により調

査の委託を受けた場合において、当該調査の結

果について虚偽の報告をしたとき。 

八 地域密着型介護サービス費の請求に関し不正

該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取

消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該

通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）で

あるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由と

なった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取

組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規

定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を

除く。 

六の二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（認知症対応型共同

生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。）を取り

消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの

処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日か

ら起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があっ

た日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。た

だし、当該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実

及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況そ

の他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の

取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の三・七 （略） 

七の二 前号に規定する期間内に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出又は第七十八条の八の規定による指定

の辞退があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の

理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを

除く。）の管理者であった者又は当該指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について相当の理由がある法人を除く。）の役員等

若しくは当該指定の辞退に係る法人でない事業所（当該指定の辞退について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者

で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

八（略） 
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があったとき。 

九 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八

条の七第一項の規定により報告又は帳簿書類

の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、

又は虚偽の報告をしたとき。 

十 指定地域密着型サービス事業者又は当該指定

に係る事業所の従業者が、第七十八条の七第

一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜ

ず、同項の規定による質問に対して答弁せず、

若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただ

し、当該指定に係る事業所の従業者がその行為

をした場合において、その行為を防止するため、

当該指定地域密着型サービス事業者が相当の

注意及び監督を尽くしたときを除く。 

十一 指定地域密着型サービス事業者が、不正の

手段により第四十二条の二第一項本文の指定を

受けたとき。 

十二 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着

型サービス事業者が、この法律その他国民の保

健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定め

るもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処

分に違反したとき。 

十三 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着

型サービス事業者が、居宅サービス等に関し不

正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十四 指定地域密着型サービス事業者が法人であ

九 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第六号まで又は前三号のいずれかに該当する者

のあるものであるとき。 

十 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第

八号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十一 申請者（（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第六号まで又は第七号から第八号まで

のいずれかに該当する者であるとき。 

十二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第

七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。 

【指定地域密着型サービス事業者の指定】 

第七十八条の二第八項  市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定を行うに当たって、当該事業の適正な運営を確保

するために必要と認める条件を付することができる。 

【指定地域密着型サービス事業者の義務】 

第七十八条の四第八項  指定地域密着型サービス事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に

基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 

【第七十八条の十第一項十二号により政令で定めるもの】 

介護保険法施行令第三十五条の五  法第七十七条第一項第十号、（略）の政令で定める法律は、次のとおりとする。 

一 健康保険法 

二 児童福祉法（国家戦略特別区域法第十二条の五第八項において準用する場合を含む。） 

三 栄養士法 

四 医師法 

五 歯科医師法 

六 保健師助産師看護師法 

七 歯科衛生士法 
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る場合において、その役員等のうちに、指定の取

消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止

をしようとする 

  とき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又

は著しく不当な行為をした者があるとき。 

十五 指定地域密着型サービス事業者が法人でな

い事業所である場合において、その管理者が指

定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力

の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サー

ビス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者

であるとき。 

 

八 医療法 

九 身体障害者福祉法 

十 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 

十一 生活保護法 

十二 社会福祉法 

十三 知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号） 

十四 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律 

十五 薬剤師法 

十六 老人福祉法 

十七 理学療法士及び作業療法士法 

十八 高齢者の医療の確保に関する法律 

十九 社会福祉士及び介護福祉士法 

二十 義肢装具士法 

二十一 精神保健福祉士法 

二十二 言語聴覚士法 

二十三 発達障害者支援法（平成十六年法律第百六十七号） 

二十四 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

二十五 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

二十六 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 

二十七 子ども・子育て支援法 

二十八 再生医療等の安全性の確保等に関する法律 

二十九 国家戦略特別区域法（第十二条の五第七項の規定に限る。） 

三十 難病の患者に対する医療等に関する法律 

三十一 公認心理師法(平成二十七年法律第六十八号) 

三十二 民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律 

三十三 臨床研究法 

27



● 介護予防・日常生活支援総合事業の指定事業者に係るもの 

 

条文（参照条文関連事項を太字で表記） 参  照  条  文  等 

【指定の取消し等】 

第百十五条の四十五の九 市町村長は、次の各号

のいずれかに該当する場合においては、当該指

定事業者に係る指定事業者の指定を取り消し、

又は期間を定めてその指定事業者の指定の全

部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一  指定事業者が、第百十五条の四十五第一項

第一号イからニまで又は第百十五条の四十五の

五第二項の厚生労働省令で定める基準に従っ

て第一号事業を行うことができなくなったとき。 

二  第一号事業支給費の請求に関し不正があっ

たとき。 

三  指定事業者が、第百十五条の四十五の七第

一項の規定により報告又は帳簿書類の提出若し

くは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽

の報告をしたとき。 

四  指定事業者又は当該指定事業者の指定に係

る事業所の従業者が、第百十五条の四十五の

七第一項の規定により出頭を求められてこれに

応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せ

ず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定に

よる検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。た

だし、当該指定事業者の指定に係る事業所の従

業者がその行為をした場合において、その行為

【指定事業者の指定：欠格事由】 

（介護保険法施行規則） 

第百四十条の六十二の三  法第百十五条の四十五第一項 本文の厚生労働省令で定める基準は、次のとおりとする。 

（略） 

２  法第百十五条の四十五第一項第一号 イからニまでの厚生労働省令で定める基準は、次のとおりとする。 

一  第一号事業に従事する者（次号において「従事者」という。）の清潔の保持及び健康状態の管理のための対策が講じられているこ

と。 

二  従事者又は従事者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、

必要な措置が講じられていること。 

三  利用者に対する第一号事業の実施により事故が発生した場合に、次のイからハまでに掲げる措置を講ずる旨及びその実施方法

を定めていること。 

イ 当該利用者の家族、当該利用者に係る介護予防支援又は第一号介護予防支援事業による援助を行う地域包括支援センター等

に連絡を行うとともに、必要な措置を講ずること。 

ロ 事故の状況及び事故に際して採った処置について記録すること。 

ハ 賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行うこと。 

四  第一号事業を実施する者（以下この号及び次号において「実施者」という。）は、当該第一号事業を廃止し、又は休止しようとする

ときは、その廃止又は休止の日の一月前までに、次に掲げる事項を当該第一号事業を実施する事業所（実施者が事業所を有しな

い場合においては、当該第一号事業の主たる実施場所）の所在地を管轄する市町村長に届け出ること。 

イ 廃止し、又は休止しようとする年月日 

ロ 廃止し、又は休止しようとする理由 

ハ 現に第一号事業のサービスを受けている者に対する措置 

ニ 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間 

五  実施者は、前項の規定による事業の廃止又は休止の届出をしたときは、当該届出の日前一月以内に当該第一号事業のサービ

スを受けていた者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後においても引き続き当該第一号事業のサービスに相当するサービ
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を防止するため、当該指定事業者が相当の注意

及び監督を尽くしたときを除く。 

五  指定事業者が、不正の手段により指定事業者

の指定を受けたとき。 

六  前各号に掲げる場合のほか、指定事業者が、

この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に

関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法

律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

七  前各号に掲げる場合のほか、指定事業者が、

地域支援事業又は居宅サービス等に関し不正又は

著しく不当な行為をしたとき。 

スの提供を希望する者に対し、必要な第一号事業のサービス等が継続的に提供されるよう、指定介護予防支援事業者、第一号介

護予防支援事業の実施者、他の実施者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行うこと。 

 

第百四十条の六十三の六  法第百十五条の四十五の五第二項に規定する厚生労働省令で定める基準は、市町村が定める基準で

あって、次のいずれかに該当するものとする。 

一  第一号事業（第一号生活支援事業を除く。）に係る基準として、次に掲げるいずれかに該当する基準 

イ 介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成二十七年厚生労働省令第四号 ）附則第二条第三号若しくは第四条第三号

の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成十八年厚生労働省令第三十五号。ロにおいて「旧指定介

護予防サービス等基準」という。）に規定する旧介護予防訪問介護若しくは旧介護予防通所介護に係る基準の例による基準又は指

定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準 （平成十八年厚生労働省令第三十七号。ロにおいて「指定介護予防支援等基準」という。）に規定する介護予防支援に係る基準

の例による基準 

ロ 旧指定介護予防サービス等基準に規定する基準該当介護予防サービス（旧介護予防訪問介護及び旧介護予防通所介護に係る

ものに限る。）に係る基準又は指定介護予防支援等基準に規定する基準該当介護予防支援に係る基準の例による基準 

ハ 平成二十六年改正前法第五十四条第一項第三号又は法第五十九条第一項第二号 に規定する離島その他の地域であって厚生

労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要支援被保険者等が、平成二十六年改正前法第五十四条第一項第三

号又は法第五十九条第一項第二号に規定するサービスを受けた場合における当該サービスの内容を勘案した基準 

二  第一号事業に係る基準として、当該第一号事業に係るサービスの内容等を勘案した基準（前号に掲げるものを除く。） 

 

（八尾市規則第９号 八尾市介護予防・日常生活支援総合事業の指定事業者の指定並びに介護予防・日常生活支援総合事業の人

員、設備及び運営等に関する基準を定める規則） 

第４条 訪問介護相当サービスに係る指定事業者の指定又はその指定の更新を受けようとする者は、次の各号のいずれにも該当す

る者でなければならない。 

 ⑴ 法人であること。 

 ⑵ 指定訪問介護事業者（訪問介護相当サービスに係る指定事業者の指定又は指定の更新の申請に併せて、指定訪問介護事業者

の指定又は指定の更新を受けるための法第 70条第１項の申請又は法第 70条の２第１項の更新の申請を行った者で当該指定又
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は当該指定の更新の要件を具備するものを含む。次項において同じ。）であって、当該訪問介護に係る居宅サービスを行う事業所

において一体的に訪問介護相当サービスを行うことができる者であること。 

⑶ 次条第１項及び第３項に定める基準に従って適正に訪問介護相当サービスを行うことができること。 

２ 訪問型サービス（基準緩和）に係る指定事業者の指定又は指定の更新を受けようとする者は、次の各号のいずれにも該当する者

でなければならない。 

⑴ 社会福祉法人であること。 

⑵ 本市の区域内において老人福祉施設（老人福祉法（昭和 38年法律第 133号）第５条の３に規定する老人福祉施設をいう。）を

運営していること。 

⑶ 訪問介護相当サービスに係る指定事業者（訪問型サービス（基準緩和）に係る指定事業者の指定又は指定の更新の申請に併

せて、訪問介護相当サービスに係る指定事業者の指定又は指定の更新を受けるための法第 115条の 45の５第１項の申請又は

法第 115条の 45の６第１項の更新の申請を行った者で当該指定又は当該指定の更新の要件を具備するものを含む。）であるこ

と。 

⑷ 指定訪問介護事業者であって、当該訪問介護に係る居宅サービスを行う事業所において一体的に訪問型サービス（基準緩和）

を行うことが出来る者であること。 

⑸ 次条第２項及び第３項に定める基準に従って適正に訪問型サービス（基準緩和）を行うことができること。 

３ 通所介護相当サービスに係る指定事業者の指定又は指定の更新を受けようとする者は、次の各号のいずれにも該当する者でなけ

ればならない。 

⑴ 法人であること。 

⑵ 次のいずれかに該当すること。 

ア 指定通所介護事業者（通所介護相当サービスに係る指定事業者の指定又は指定の更新の申請に併せて、指定通所介護事

業者の指定又は指定の更新を受けるための法第 70条第１項の申請又は法第 70条の２第１項の更新の申請を行った者で当

該指定又は当該指定の更新の要件を具備するものを含む。）であって、当該通所介護に係る居宅サービスを行う事業所にお

いて一体的に通所介護相当サービスを行うことができる者であること。 

イ 指定地域密着型通所介護事業者（通所介護相当サービスに係る指定事業者の指定又は指定の更新の申請に併せて、指定

地域密着型通所介護事業者の指定又は指定の更新を受けるための法第 78条の２第１項の申請又は法第 78条の 12におい

て準用する法第 70条の２第１項の更新の申請を行った者で当該指定又は当該指定の更新の要件を具備するものを含む。）で

あって、当該通所介護に係る地域密着型サービスを行う事業所において一体的に通所介護相当サービスを行うことができる

30



 
 
● 介護サービス情報の公表に係るもの 

条      文 

【介護サービス情報の報告及び公表】 

第百十五条の三十五 介護サービス事業者は、指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護老人福祉施設、指
定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは指定介護予防支援事業者の指定又は介護老人保健施設の許可を受け、訪問介護、
訪問入浴介護その他の厚生労働省令で定めるサービス（以下「介護サービス」という。）の提供を開始しようとするときその他厚生労働省令で定めるときは、政令で定め
るところにより、その提供する介護サービスに係る介護サービス情報（介護サービスの内容及び介護サービスを提供する事業者又は施設の運営状況に関する情報で
あって、介護サービスを利用し、又は利用しようとする要介護者等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会を確保するために公表されることが必要なもの
として厚生労働省令で定めるものをいう。以下同じ。）を、当該介護サービスを提供する事業所又は施設の所在地を管轄する都道府県知事に報告しなければならな
い。  

２  都道府県知事は、前項の規定による報告を受けた後、厚生労働省令で定めるところにより、当該報告の内容を公表しなければならない。  

３  都道府県知事は、第一項の規定による報告に関して必要があると認めるときは、当該報告をした介護サービス事業者に対し、介護サービス情報のうち厚生労働省令
で定めるものについて、調査を行うことができる。  

４  都道府県知事は、介護サービス事業者が第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は第二項の規定による調査を受けず、若しくは調査の実施
を妨げたときは、期間を定めて、当該介護サービス事業者に対し、その報告を行い、若しくはその報告の内容を是正し、又はその調査を受けることを命ずることができ
る。  

５  都道府県知事は、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者又は指定介護予防支援事業者に対して
前項の規定による処分をしたときは、遅滞なく、その旨を、当該指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業
者又は指定介護予防支援事業者の指定をした市町村長に通知しなければならない。  

６  都道府県知事は、指定居宅サービス事業者若しくは指定介護予防サービス事業者又は指定介護老人福祉施設若しくは介護老人保健施設の開設者が第四項の規
定による命令に従わないときは、当該指定居宅サービス事業者、指定介護予防サービス事業者若しくは指定介護老人福祉施設の指定若しくは介護老人保健施設の
許可を取り消し、又は期間を定めてその指定若しくは許可の全部若しくは一部の効力を停止することができる。  

７  都道府県知事は、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者又は指定介護予防支援事業者が第四
項の規定による命令に従わない場合において、当該指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者又は指
定介護予防支援事業者の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することが適当であると認めるときは、理由を付して、その旨
をその指定をした市町村長に通知しなければならない。   

 

者であること。 

 ⑶ 次条第１項及び第３項に定める基準に従って適正に通所介護相当サービスを行うことができること。 
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令和元年度及び令和２年度における事業者指定の取消し及び効力停止の事例（大阪府内） 

 

指定権者 内容及び期間 サービス種別 主 な 指 定 取 消 し・効 力 停 止 の 事 由 根拠規定 経済上の措置 

大阪府 
指定の取消し 

(H31.4.1) 
通所介護 

 事業開始時より生活相談員２名のうちの１名について虚偽の記載を

し、指定を受けた。また、指定後、この生活相談員が勤務している実

態もないにもかかわらず、介護報酬を請求した。 

第 77 条第１項第

９号 
なし 

大阪府 
指定の取消し 

(H31.7.1) 
訪問看護 

利用者 A氏について、主治の医師による指示を受けることなく事業所

の判断により指定訪問看護を提供し、平成 29年４月３日から平成 31年

２月 28日までの間、当該利用者に係る 376回分の居宅介護サービス費

を不正に請求した。 

 利用者 B 氏について、本件事業所の看護職員が指定訪問看護を提供

していないにもかかわらず、当該職員が提供したとし、平成 29年４月

１日から平成 30 年６月 17 日までの間、当該利用者に係る 267 回分の

居宅介護サービス費を不正に請求した。 

第 77 条第 1 項第

４号及び第６号、  

第 115 条の９第 1

項第 10号 

不正請求に係

る返還額 

2,349,859円 

（加算金を含

まず） 

大阪府 

指定の効力の 

一部停止３か月 

(R1.8.1～10.31) 
訪問介護 

 サービス提供記録の作成及び整備並びに訪問介護員等の業務の実施

状況の把握について、平成 30年の実地指導において指導を受けたにも

かかわらず、これを怠った。 

第 77 条第１項第

４号 
なし 

大阪府 

指定の効力の  

一部停止３か月 

(R1.12.1～R2.29) 
訪問介護 

 サービス提供記録の作成及び整備について、平成 30年の実地指導に

おいて指導を受けたにもかかわらず、これを怠った。 

第 77 条第１項第

４号 
なし 

大阪市 
指定の取消し 

（R1.10.31） 
訪問介護 

 法人代表者であり居宅介護支援事業の管理者兼介護支援専門員が、そ

の立場を利用して、利用者 12 名に対し、平成 29 年 2 月から平成 31

年 2月までの間、一部のサービス提供を行っていないにもかかわらず、

サービス提供を行ったかのように装い、介護報酬を不正に請求し、受領

した。 

また、その不正を隠ぺいするために、虚偽作成したサービス提供票を

第 77 条第１項第

６号 

不正請求に係

る返還額 

5,965,971円    

（加算金を含

む） 
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虚偽作成する前の情報に書き替え、証拠書類の処分を図った。 

大阪市 指定の取消し 

（R1.10.31） 

介護予防型訪

問サービス 

生活援助型訪

問サービス 

 介護予防型訪問サービス、生活援助型訪問サービスと一体的に運営す

る指定訪問介護において、介護給付費の請求に関する不正が行われた。 

第 115 条の 45 の

９第１項第６号 
なし 

 

 

東大阪市 
指定の取消し 

（R1.12.1） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

 新規指定の申請に当たり、実際の勤務予定者が 1名（管理者兼サービ

ス提供責任者）のみであるにもかかわらず、訪問介護員として実在しな

い３名分の資格を証する書類（介護福祉士登録証の写し）を不正に作成

し、勤務予定者として提出することにより、人員基準を満たしているよ

うに装って事業所の指定を受けた。 

上記の実在しない訪問介護員のうち１名が退職したとして事業の

休止を届け出た後、訪問介護員として更に実在しない１名分の資格を

証する書類（介護福祉士登録証の写し）を不正に作成し、新たな勤務予

定者とすることで人員基準を満たしているように装って事業の再開を

届け出た。 

第 77 条第１項第

９号及び第１０

号 

第 115 条の 45 の

９第５号及び第

６号 

なし 

 

忠岡町 

指定の効力の 

一部停止６か月 

(R2.1.1～6.30) 

通所介護  

（第１号事業 

含む） 

 新規指定申請時に人員基準を満たさないことが明らかであるにも関

わらず人員基準に合わせた虚偽の申請書類を提出し、指定を受けた。 

また、処遇改善加算の算定要件を満たしていないにも関わらず不正に

加算を請求した。 

監査時において、虚偽申請のつじつまを合わせるために、書類を改ざ

んしたうえ、虚偽の答弁を行った。 

第 77 条第１項第

６号、第７号、第

８号及び第９号 

第 115 条の 45 の

９第１項第２号

及び第５号 

不正請求に係

る返還額 

50,298円    

（加算金を含

まず） 

33



 

 

 

 

茨木市 
指定の効力の 

全部停止３か月 

(R1.8.1～10.31) 
訪問介護 

・実地指導に対する改善報告を提出する際、全利用者について自主点検

を行いサービス提供記録がない請求を過誤調整するよう指導を受け

ていたにもかかわらず、複数の利用者について過誤調整及び報告をし

なかった。 

・サービス提供記録にサービスを断られた記録があるにもかかわらず、

介護給付費を不正に請求し受領した。 

・サービス提供実績の記録がないにもかかわらず、介護給付費を不正に

請求し受領した。 

・同一利用者に対し別のヘルパー名で同一時刻のサービス提供記録が

あり、サービス提供者が不明なものについて、介護給付費を不正に請

求し受領した。 

・一人のヘルパーが、同日同時間帯に複数の利用者にサービス提供した

記録があり、誰が、いつサービスに入ったか不明でありながら、介護

給付費を不正に請求し受領した。 

・２時間未満の間隔でサービス提供をしたにもかかわらず、所要時間の

合算を行わずに、介護給付費を不正に請求し受領した。 

・身体介護のサービス提供について、算定する時間に満たないものを不  

 正に請求し受領した。 

第 77 条第１項第

６号 

不正請求に係

る返還額   

464,032円 

（加算金を含

まず） 

大阪市 
指定の取消し 

（R2.4.30） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

利用者 20名について、2017年（平成 29年）１月から 2019年（令和

元年）9月まで間、一部のサービス提供を行っていないにもかかわらず、

サービス提供を行ったかのようにサービス提供票に実績を架空に計上

し、介護給付費を不正に請求し受領した。 

介護保険法第 77

条第１項第６号 

第 115 条の 45 の

９第６号 

不正請求に係

る返還額   

48,239,048円 

（加算金を含

む） 

堺市 
指定の取消し 

（R2.10.11） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

実際には提供していないサービスを提供したかのように虚偽の提供

記録等を作成し、介護給付費及び介護予防給付費を請求し、受領し

た。 

実際には行っていない介護職員に対する処遇改善の実績を報告し、介

護職員処遇改善加算を不正に請求し受領した。 

第 77 条第１項第

６号 

第 115 条の 45 の

９第２号 

不正請求に係

る返還額 

11,984,377円 

（加算金を含

む） 
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東大阪市 

指定の効力の 

全部停止６か月 

(R3.2.1～7.31) 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

・複数回にわたり、実際には提供していないサービスについて、サービ

ス提供記録等の書類を作成したうえ、その報酬を不正に請求し、受領

した。 

・一部の利用者について同一建物減算を適用せず報酬を不正に請求し、

受領した。 

・指定に係る事業所とは別に所在する施設内に事業所としての実体を

有するサービス提供の拠点を設け、当該施設に居住する利用者に対

し、同所を拠点としてサービス提供を行った。 

第 77 条第１項第

６号及び第 10号 

第 115 条の 45 の

９第２号及び第

６号 

不正請求に係

る返還額 

1,835,363円    

（加算金を含

む） 

柏原市 指定の取消し 

（R2.8.31） 

訪問介護 

（第１号事業

含む） 

 令和元年１１月８日より実施した監査において、法人代表者に帳簿書

類その他の物件の提出を求めたが、これに従わなかった。 

 監査において、市から事実確認をするために再三連絡をしたが、これ

に応じず、事業所の営業の所在を不明な状態にし、監査の進行を妨げた。 

第 77 条第１項第

７号及び第８号 

法第 115 条の 45

の９第１項第６

号 

なし 
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指定事業所が同一中核市内にのみ所在する事業者にかかる届出先について、

原則都道府県知事から中核市の長へ変更となります。
なお、この法改正に伴う、届出書の提出は必要ありません。

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」

（令和元年法律第26号）により介護保険法（平成９年法律第123号）の一部が改正されました。

令和３年４月１日から
介護サービス事業者の業務管理体制の整備に係る

届出書の届出先が一部変わります

厚生労働省老健局総務課介護保険指導室

区　分
届出先
（現行）

届出先
（令和３年４月１日以降）

①　指定事業所が三以上の地方厚生局
　管轄区域に所在する事業者

厚生労働大臣 厚生労働大臣

②　指定事業所が二以上の都道府県に
　所在し、かつ、二以下の地方厚生局
　管轄区域に所在する事業者

主たる事務所の所在地の
都道府県知事

主たる事務所の所在地の
都道府県知事

③　指定事業所が同一指定都市内にの
　み所在する事業者

指定都市の長 指定都市の長

④　指定事業所が同一中核市内にのみ

　所在する事業者 （※）
都道府県知事 中核市の長

⑤　地域密着型サービス(予防含む)の
　みを行う事業者で、指定事業所が
　同一市町村内にのみ所在する事業者

市町村長 市町村長

⑥　①から⑤以外の事業者 都道府県知事 都道府県知事

（※）指定事業所に介護療養型医療施設を含む場合は除く（届出先は都道府県知事のまま）
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